
[平成26年４月　様式２]

特定個人情報保護評価書（基礎項目評価書）

評価書番号  評価書名

1 後期高齢者医療制度関係事務　基礎目評価書

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

　富山県後期高齢者医療広域連合は、後期高齢者医療制度関係事務にお
ける特定個人情報ファイルの取扱いに当たり、特定個人情報ファイルの取
扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影響を及ぼしかねないことを認
識し、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減させる
ために適切な措置を講じ、もって個人のプライバシー等の権利利益の保護
に取り組んでいることを宣言する。

 公表日

  平成27年7月30日

特記事項

 評価実施機関名

富山県後期高齢者医療広域連合



Ⅰ　関連情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 後期高齢者医療制度関係事務

 ③システムの名称

後期高齢者医療広域連合電算処理システム（以下、標準システム）
※標準システムは、広域連合に設置される標準システムサーバー群と、構成市町村に設置される窓口端
末で構成される。
カスタマイズシステム

＜制度内容＞
　後期高齢者医療制度は、国民の高齢期における適切な医療の確保を図るため、医療費の適正化を推
進するための計画の作成及び保険者による健康診査等の実施に関する措置を講ずるとともに、高齢者
の医療について、国民の共同連帯の理念等に基づき、前期高齢者に関する保険者間の費用負担の調
整、後期高齢者に対する適切な医療の給付等を行うために必要な制度を設け、もって国民保健の向上及
び高齢者の福祉の増進を図ることを目的とする。
　後期高齢者医療制度では、適用年齢（75歳以上）になると、現在加入している国民健康保険や健康保
険組合から移行となり、後期高齢者だけの独立した医療制度に組み入れられるという点や、保険料の徴
収方法が年金からの特別徴収（天引き）が基本となっている点等が特徴として挙げられる。
　後期高齢者医療制度の運営主体は、都道府県ごとに後期高齢者医療広域連合（その都道府県の区域
内の全市区町村が加入する広域連合）が設置され、保険者となる。政令指定都市も独立した運営ではな
く、その市がある都道府県の広域連合に参加することになる。なお、保険料の徴収事務や申請・届出の
受付、窓口業務については市区町村が処理する事務とされている。
　対象となる被保険者は、広域連合の区域内に住所を有する75歳以上の高齢者と、広域連合の区域内
に住所を有する65～74歳の者であって、広域連合から障害等による被保険者資格の認定を受けた者で
ある。
　後期高齢者医療制度における療養の給付等については、概ね健康保険と同様の給付が行われる。ま
た、加入者全員が｢被保険者｣となる（「被扶養者」という概念はない）ため健康保険に定める「家族給付」
は存在しない。
　後期高齢者医療制度の財政は、医療給付費の約5割を公費（内訳は国：都道府県：市区町村＝4：1：1）
で、約4割を各医療保険の加入者で負担し（後期高齢者交付金）、残りの約1割を被保険者の保険料で負
担するように設定されている。

＜事務内容＞(※詳細は、｢(別添1)事務の内容｣を参照)
後期高齢者医療制度では、各都道府県の後期高齢者医療広域連合と市町村が連携して事務を行う。
基本的な役割分担は、以下のとおりである。
・後期高齢者医療広域連合　被保険者の資格管理や被保険者資格の認定、保険料の決定、医療の給付
・市町村　各種届出の受付や被保険者証等の引き渡し等の窓口業務、保険料の徴収

特定個人情報ファイルを取り扱う事務は以下のとおりである。

１．資格管理業務
・被保険者証等の交付申請
　住民から個人番号が記入された被保険者資格に関する届出を受け付け、広域連合において即時に審
査・決定を行い、広域連合又は市町村から当該住民に対して被保険者証等を発行する。
・住民基本台帳情報等の取得、被保険者資格の異動
　市町村から広域連合に住民基本台帳等の情報を送付し、広域連合において年齢到達者等を特定して
被保険者資格の審査・決定を行い、広域連合から当該住民に対して被保険者証等を発行する。上記と併
せて、被保険者情報等の管理を行う。
２．賦課・収納業務
・保険料賦課
　市町村から広域連合に所得情報等を送付し、広域連合において賦課計算を行い保険料賦課額を決定
した上で、市町村から当該住民に対して賦課決定通知書等で通知する。
・保険料収納管理
　広域連合で決定した保険料賦課額に基づき、市町村において保険料に関する徴収方法と納期を決定
し、特別徴収の場合は年金保険者に徴収依頼を実施するとともに当該住民には特別徴収額通知書等で
通知し、普通徴収の場合は当該住民に納付書を送付し、特別徴収や普通徴収に関する収納管理を行
う。
３．給付業務
　広域連合又は市町村において住民からの療養費支給申請書に関する届出を受け付け、広域連合にお
いて療養費支給の認定処理を行い、広域連合から当該住民に対して療養費支給決定通知書等を交付す
る。

※後期高齢者医療制度関係事務における番号制度対応のスケジュール
　　平成29年7月からの地方公共団体等との情報連携の開始に向けて、システム改修を2段階で実施
　する予定である。具体的には、まず、①一次対応として、平成28年1月の個人番号の利用開始に合
　わせ、個人番号と後期高齢者医療制度関係事務で使用する情報を紐付け、個人番号から業務情報
　を検索できる仕組みを構築し、次いで、②二次対応として、平成29年7月から開始される情報連
　携に対応する機能を構築することとしている。
　　特定個人情報保護評価についてはシステム改修に併せて2段階で実施する予定である。本評価書
　は上記の一次対応について評価を実施したものであり、今後二次対応に合わせて評価の再実施を
　行う予定である。

 ②事務の概要



2) 実施しない

〒939-2798　富山県富山市婦中町速星754番地　（富山市婦中総合行政センター内）
富山県後期高齢者医療広域連合　総務課
※郵送の場合の宛先についても同上

 ８．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 連絡先
〒939-2798　富山県富山市婦中町速星754番地　（富山市婦中総合行政センター内）
富山県後期高齢者医療広域連合　総務課

]

 ７．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 請求先

 ６．他の評価実施機関

 ②法令上の根拠

 ５．評価実施機関における担当部署

－

事業課

事業課長　　篠原　加津也

 ２．特定個人情報ファイル名

 ①部署

 ②所属長

1) 実施する

後期高齢者医療関連情報ファイル

 ３．個人番号の利用

 ４．情報提供ネットワークシステムによる情報連携

 法令上の根拠
・番号法 第9条及び別表第一第59号
・番号法別表第一の主務省令で定める事務を定める命令 第46条

 ①実施の有無

＜選択肢＞

3) 未定

実施しない[



 特定個人情報ファイル取扱者数は500人以上か ＜選択肢＞

＜選択肢＞

2) 1,000人以上1万人未満
3) 1万人以上10万人未満

1) 1,000人未満（任意実施）

 評価対象の事務の対象人数は何人か

Ⅱ　しきい値判断項目

[

 １．対象人数

4) 10万人以上30万人未満
5) 30万人以上

1) 500人以上 2) 500人未満]

]30万人以上

 しきい値判断結果

Ⅲ　しきい値判断結果

基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる

 いつ時点の計数か 平成27年6月1日 時点

 ３．重大事故

 過去１年以内に、評価実施機関において特定個人
情報に関する重大事故が発生したか

[ 発生なし 2) 発生なし1) 発生あり] ＜選択肢＞

平成27年6月1日 時点

 ２．取扱者数

 いつ時点の計数か

500人未満[



変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明


